
令和年月日 月曜日 (号外特第号)官 報

第
六
十
一
条
の
二
第
一
項
中
「
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
」
に
、「
第
三
項
第
二

号
イ
」
を
「
第
三
項
第
二
号
イ
及
び
ロ
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
第
二
号
イ
若
し
く
は
ロ
又
は
第
五
号
」を「
こ

れ
ら
の
号
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中
「
農
用
地
等
（
次
条
第
一
項
」
を
「
次
に
掲
げ
る
農
用
地
（
農
業
経
営
基
盤

強
化
促
進
法
第
四
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
農
用
地
を
い
い
、
当
該
農
用
地
に
係
る
賃
借
権
を
含
む
。
以
下
こ

の
号
に
お
い
て
同
じ
。）又
は
特
定
農
業
用
機
械
等
（
次
条
第
一
項
」
に
、「
農
用
地
等
を
」
を
「
特
定
農
業
用
機
械
等

を
」
に
、「
イ
及
び
ロ
」
を
「
以
下
こ
の
号
」
に
、「
い
い
、
同
項
に
規
定
す
る
」
を
「
い
い
、」に
、「
次
に
掲
げ
る
場
合

の
区
分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
金
額
」
を
「
そ
の
取
得
等
を
し
た
日
に
お
け
る
農
業
経
営
基
盤
強
化
準
備
金

の
金
額
の
う
ち
そ
の
取
得
等
を
し
た
農
用
地
又
は
特
定
農
業
用
機
械
等
の
取
得
価
額
に
相
当
す
る
金
額
」
に
改
め
、

同
号
イ
及
び
ロ
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

イ

認
定
計
画
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
取
得
等
を
す
る
次
条
第
一
項
に
規
定
す
る
農
用
地
等

ロ

農
用
地
（
認
定
計
画
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
取
得
等
を
す
る
も
の
を
除
く
。）又
は
特
定
農
業
用
機
械
等

（
イ
に
掲
げ
る
も
の
並
び
に
農
業
用
の
器
具
及
び
備
品
並
び
に
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
を
除
く
。）

第
六
十
一
条
の
三
第
一
項
中
「
農
用
地
（
」
を
「
農
用
地
で
同
法
第
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
地
域
計
画
（
同

条
第
八
項
の
規
定
に
よ
る
こ
れ
を
定
め
た
旨
の
公
告
が
あ
つ
た
も
の
に
限
る
も
の
と
し
、
同
項
の
規
定
に
よ
る
こ
れ

を
変
更
し
た
旨
の
公
告
が
あ
つ
た
と
き
は
そ
の
変
更
後
の
も
の
と
す
る
。）に
当
該
法
人
が
利
用
す
る
も
の
と
し
て
定

め
ら
れ
た
も
の
（
」
に
改
め
る
。

第
六
十
六
条
の
六
第
一
項
、
第
六
項
、
第
八
項
及
び
第
十
一
項
中
「
二
月
」
を
「
四
月
」
に
改
め
る
。

第
六
十
六
条
の
七
第
四
項
第
一
号
中
「
、
法
人
税
（
」
の
下
に
「
各
対
象
会
計
年
度
の
国
際
最
低
課
税
残
余
額
に

対
す
る
法
人
税
及
び
」
を
、「
基
準
法
人
税
額
に
対
す
る
地
方
法
人
税
」
の
下
に
「
及
び
同
条
第
二
項
第
二
号
に
定
め

る
国
際
最
低
課
税
額
等
に
係
る
特
定
基
準
法
人
税
額
に
対
す
る
地
方
法
人
税
」
を
加
え
、
同
条
第
九
項
中
「
、
第
四

十
二
条
の
十
二
の
六
第
六
項
又
は
第
四
十
二
条
の
十
二
の
七
第
二
十
一
項
」
を
「
又
は
第
四
十
二
条
の
十
二
の
六
第

十
七
項
」
に
改
め
る
。

第
六
十
六
条
の
九
の
二
第
一
項
、
第
六
項
、
第
八
項
及
び
第
十
一
項
中
「
二
月
」
を
「
四
月
」
に
改
め
る
。

第
六
十
六
条
の
九
の
三
第
三
項
第
一
号
中
「
、
法
人
税
（
」
の
下
に
「
各
対
象
会
計
年
度
の
国
際
最
低
課
税
残
余

額
に
対
す
る
法
人
税
及
び
」
を
、「
基
準
法
人
税
額
に
対
す
る
地
方
法
人
税
」
の
下
に
「
及
び
同
条
第
二
項
第
二
号
に

定
め
る
国
際
最
低
課
税
額
等
に
係
る
特
定
基
準
法
人
税
額
に
対
す
る
地
方
法
人
税
」
を
加
え
、
同
条
第
八
項
中
「
、

第
四
十
二
条
の
十
二
の
六
第
六
項
又
は
第
四
十
二
条
の
十
二
の
七
第
二
十
一
項
」
を
「
又
は
第
四
十
二
条
の
十
二
の

六
第
十
七
項
」
に
改
め
る
。

第
六
十
六
条
の
十
一
の
三
第
四
項
中
「
規
定
」
の
下
に
「
及
び
第
四
十
二
条
の
三
の
二
第
三
項
の
規
定
」
を
加
え

る
。第

六
十
七
条
の
五
第
一
項
中
「
通
算
法
人
を
除
く
。）の
う
ち
、」を
削
り
、「
を
い
う
」
を
「
に
限
る
も
の
と
し
、
通

算
法
人
及
び
第
四
十
二
条
の
十
二
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
認
定
を
受
け
た
同
項
に
規
定
す
る
特
定
事
業
者
等

に
該
当
す
る
も
の
の
う
ち
当
該
特
定
認
定
に
係
る
同
項
に
規
定
す
る
特
定
経
営
力
向
上
計
画
に
同
項
第
二
号
に
掲
げ

る
減
価
償
却
資
産
が
記
載
さ
れ
て
い
る
も
の
を
除
く
。）を
い
う
」
に
改
め
る
。

第
六
十
七
条
の
五
の
二
を
削
る
。

第
六
十
七
条
の
十
六
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
令
和
九
年
に
開
催
さ
れ
る
二
千
二
十
七
年
国
際
園
芸
博
覧
会
の
公
式
参
加
者
で
あ
る
外
国
法
人
等
に
係
る
課
税

の
特
例
）

第
六
十
七
条
の
十
六
の
二

次
に
掲
げ
る
外
国
法
人
の
各
事
業
年
度
の
法
人
税
法
第
百
三
十
八
条
第
一
項
第
一
号
に

掲
げ
る
国
内
源
泉
所
得
又
は
同
項
第
六
号
に
掲
げ
る
国
内
源
泉
所
得
の
う
ち
政
令
で
定
め
る
も
の
（
こ
れ
ら
の
国

内
源
泉
所
得
の
う
ち
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
十
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
行
う
第
二
十
九
条
に
規
定

す
る
博
覧
会
関
連
業
務
に
係
る
も
の
に
限
る
。
次
項
に
お
い
て
「
対
象
国
内
源
泉
所
得
」と
い
う
。）に
つ
い
て
は
、

法
人
税
を
課
さ
な
い
。

一

第
二
十
九
条
第
一
号
に
規
定
す
る
公
式
参
加
者

二

第
二
十
九
条
第
二
号
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
外
国
法
人

三

博
覧
会
国
際
事
務
局

２

前
項
各
号
に
掲
げ
る
外
国
法
人
の
各
事
業
年
度
の
対
象
国
内
源
泉
所
得
に
係
る
損
失
の
額
と
し
て
政
令
で
定
め

る
金
額
は
、
法
人
税
法
そ
の
他
法
人
税
に
関
す
る
法
令
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
な
い
も
の
と
み
な
す
。

３

第
一
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
法
人
税
法
第
百
四
十
六
条
の
二
第
二
項
及
び
第
百
五
十
条
の
二

の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
及
び
同
条
第
一
項
中
「
内
部
取
引
」
と
あ
る
の
は
、「
内
部
取
引
（
租
税
特
別

措
置
法
第
六
十
七
条
の
十
六
の
二
第
一
項
（
令
和
九
年
に
開
催
さ
れ
る
二
千
二
十
七
年
国
際
園
芸
博
覧
会
の
公
式

参
加
者
で
あ
る
外
国
法
人
等
に
係
る
課
税
の
特
例
）
に
規
定
す
る
対
象
国
内
源
泉
所
得
に
係
る
も
の
を
除
く
。）」

と
す
る
。

４

前
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
外
国
法
人
に
係
る
法
人
税
に
関
す
る
法
令
の
規
定
の
適

用
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

第
六
十
八
条
の
二
を
削
る
。

第
六
十
八
条
の
二
の
二
第
一
項
中
「
第
六
十
八
条
の
二
の
二
第
一
項
」
を
「
第
六
十
八
条
の
二
第
一
項
」に
改
め
、

同
条
を
第
六
十
八
条
の
二
と
す
る
。

第
六
十
八
条
の
二
の
三
第
一
項
中
「
第
六
十
八
条
の
二
の
三
第
一
項
」
を
「
第
六
十
八
条
の
二
の
二
第
一
項
」
に

改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
第
六
十
八
条
の
二
の
三
第
二
項
」
を
「
第
六
十
八
条
の
二
の
二
第
二
項
」
に
改
め
、
同
条

第
三
項
中
「
第
六
十
八
条
の
二
の
三
第
三
項
」
を
「
第
六
十
八
条
の
二
の
二
第
三
項
」
に
改
め
、同
条
第
四
項
中「
第

六
十
八
条
の
二
の
三
第
四
項
」
を
「
第
六
十
八
条
の
二
の
二
第
四
項
」
に
改
め
、
同
条
を
第
六
十
八
条
の
二
の
二
と

す
る
。

第
六
十
八
条
の
三
の
四
第
二
項
及
び
第
四
項
中
「
第
四
十
二
条
の
十
二
の
七
第
八
項
、第
十
一
項
及
び
第
十
八
項
」

を
「
第
四
十
二
条
の
十
二
の
六
第
四
項
、
第
七
項
及
び
第
十
四
項
」
に
改
め
る
。

第
七
十
条
の
二
の
三
第
一
項
中
「
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

第
七
十
条
の
六
の
八
第
二
項
第
二
号
ハ
及
び
第
七
十
条
の
七
の
五
第
二
項
第
六
号
ヘ
中
「
日
ま
で
引
き
続
き
三
年

以
上
に
わ
た
り
」
を
「
直
前
に
お
い
て
」
に
改
め
る
。

第
七
十
一
条
の
十
六
第
一
項
中
「
電
波
法
」
の
下
に「（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
三
十
一
号
）」を
加
え
る
。

第
七
十
八
条
中
「
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
年
三
月
三
十
一
日
」
に
、「
千
分
の
一
・
五
」
を
「
千

分
の
二
」
に
改
め
る
。

第
八
十
条
第
一
項
中
「
第
十
五
条
の
規
定
」
の
下
に
「
又
は
食
品
等
の
持
続
的
な
供
給
を
実
現
す
る
た
め
の
食
品

等
事
業
者
に
よ
る
事
業
活
動
の
促
進
及
び
食
品
等
の
取
引
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
第
十
七
条
第
一
項
、
第
二
項
、

第
四
項
若
し
く
は
第
五
項
の
規
定
」
を
加
え
る
。

第
八
十
三
条
の
二
の
二
、
第
八
十
三
条
の
三
第
一
項
及
び
第
三
項
並
び
に
第
八
十
四
条
の
二
の
三
中
「
令
和
七
年

三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

第
八
十
六
条
の
二
第
一
項
中
「
に
対
し
」
を「（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
海
軍
販
売
所
等
」
と
い
う
。）に
対
し
」

に
、「
次
項
」
を
「
以
下
こ
の
条
」
に
、「
こ
れ
ら
の
機
関
」
を
「
海
軍
販
売
所
等
」
に
、「
で
政
令
で
定
め
る
も
の
」
を

「（
消
耗
品
そ
の
他
の
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
免
税
対
象
物
品
」
と
い
う
。）」

に
、「
物
品
の
」
を
「
免
税
対
象
物
品
の
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
同
項
の
物
品
」
を「
免
税
対
象
物
品
」に
、「
物

品
が
」
を
「
免
税
対
象
物
品
が
」
に
、「
方
法
」
を
「
政
令
で
定
め
る
方
法
」
に
改
め
、
同
項
た
だ
し
書
中
「
次
項
に

お
い
て
準
用
す
る
消
費
税
法
第
八
条
第
三
項
本
文
」
を
「
次
項
本
文
」
に
、「
同
条
第
六
項
」
を
「
第
六
項
」に
改
め
、

同
条
第
三
項
及
び
第
四
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

３

海
軍
販
売
所
等
に
お
い
て
免
税
対
象
物
品
を
第
一
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
購
入
し
た
合
衆

国
軍
隊
の
構
成
員
等
が
、
本
邦
か
ら
出
国
す
る
日（
そ
の
者
が
合
衆
国
軍
隊
の
構
成
員
等
で
な
く
な
る
場
合
に
は
、

当
該
合
衆
国
軍
隊
の
構
成
員
等
で
な
く
な
る
日
）
ま
で
に
当
該
免
税
対
象
物
品
を
輸
出
し
な
い
と
き
は
、
そ
の
出

港
地
を
所
轄
す
る
税
関
長
（
そ
の
者
が
合
衆
国
軍
隊
の
構
成
員
等
で
な
く
な
る
場
合
に
は
、
そ
の
な
く
な
る
時
に

お
け
る
そ
の
者
の
住
所
又
は
居
所
の
所
在
地
を
所
轄
す
る
税
務
署
長
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）は
、
そ
の

者
が
当
該
免
税
対
象
物
品
を
災
害
そ
の
他
や
む
を
得
な
い
事
情
に
よ
り
亡
失
し
た
た
め
輸
出
し
な
い
こ
と
に
つ
き

当
該
税
関
長
の
承
認
を
受
け
た
場
合
を
除
き
、
そ
の
者
か
ら
当
該
免
税
対
象
物
品
の
譲
渡
に
つ
い
て
の
第
一
項
の

規
定
に
よ
る
免
除
に
係
る
消
費
税
額
に
相
当
す
る
消
費
税
を
直
ち
に
徴
収
す
る
。
た
だ
し
、
既
に
前
項
本
文
に
規

定
す
る
場
合
に
該
当
す
る
事
実
が
生
じ
て
い
る
場
合
又
は
第
五
項
本
文
（
第
六
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。）の
規
定
の
適
用
に
よ
り
消
費
税
が
徴
収
さ
れ
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
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